
	 まえがき

近年、携帯電話を始めとする移動体通信サービスの
社会的役割はますます増大しており、特に携帯電話は
その利便性や高機能化を受けて防災・減災・安全対策
等での利用も検討されている。しかしながら地上系通
信システムには災害に対する脆弱性などの問題[1] があ
り、更に圏外エリアの住民や沿海域航行の船舶、山岳
登山者などが直面する不感対策も必要である。

このような問題の解決に向けて、衛星系と地上系の
通信システムを補完統合したネットワークの研究開発
が米国では ATC (Ancillary Terrestrial Component） 
System[2]、 ま た 欧 州 で は CGC (Complementary 
Ground Component）System[3] と呼ばれ、世界各国で
進められている。

日本では地上系と衛星系通信システムを統合して同
一周波数帯を共用しつつ通信を行う「地上／衛星共用
携帯電話システム」（Satellite/Terrestrial Integrated 
Mobile Communication System： 以 下 STICS と 呼

ぶ）の研究開発が行われている[4]。共用する周波数帯
は、移動衛星業務 (MSS）帯（上り／下り回線：1980～
2010 MHz/2170～ 2200 MHz）を想定している。

図 1 に示すように、同一周波数帯を共用する STICS
では地上系から衛星系通信システムへの電波干渉が発
生する。STICS の端末構成は未定であるが、仮に隣
接帯域である IMT2000 の携帯端末に類似したシステ
ムを導入した場合、地上系の送信電力制御によって携
帯端末の出力電力は変動し、同時に衛星への干渉量も
変動することとなる。この干渉量の影響が回線収容数
等、システム構築において重要なパラメータとなる[5]。
これまで衛星通信への干渉を目的とした携帯電話端末
の送信電力測定は海外の一例[6] のみであり、国内では
端末運用時の送信電力も明らかになっていない。

本実験では日本国内における市街地や郊外地といっ
た、電波環境の異なる様々な地域での携帯電話端末送
信電力を測定するために、携帯端末の出力測定装置を
開発し[7]、関東地方の各地[8]、及び低人口密度地域も
含めた広範囲のエリア[9] で走行実験を行い送信出力測
定実験を実施したので、その実験概要及び測定結果に
ついて報告する。

	 実験方法

2.1　測定システムの概要
図 2 に今回の携帯電話端末送信出力実験に用いた測

定システムの機能ブロック図を示す。測定システムは
車両搭載を前提としており、車両ルーフ前部に GPS
コンパスを設置し、ルーフ中央部にはレドーム内に外
部アンテナ、頭部ファントム及びビデオカメラを実装
した車両外部ユニットを搭載している。車内には、送
信源となる携帯電話端末、RF ユニット、パワーメータ、
スペクトラムアナライザ及びそれらを制御してデータ
記録を行う PC を設置している。
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図 1　STICS における干渉経路の概念図
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地上／衛星共用携帯電話システムの研究開発においては、地上系から衛星系の通信システムに
干渉する電波干渉量の算定がシステム設計の重要なパラメータである。この電波干渉量評価の基
礎データを得る目的で、既存の地上系携帯電話端末による送信電力測定を実施した。送信電力測
定装置を開発し、実験車両に搭載し日本各地の種々な人口密度の地域において測定実験を実施し
た結果、干渉量評価の参考となる有効な統計データが得られた。
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携帯電話端末から外部アンテナへ送出される送信出
力は基地局にて出力制御されるが、その出力電力及び
出力周波数はカップラーを経由してパワーメータとス
ペクトラムアナライザで計測され、制御用 PC にて記
録される。携帯電話端末の出力測定方法としては、外
部のモニタアンテナを用いた端末内蔵アンテナからの
放射電力を測定する方法も考えられるが、CDMA 方
式の場合では他携帯電話端末から重畳される送信電力
との識別が困難になるため、送信源となる携帯端末の
出力のみを確実に測定可能な本方式を採用した。

2.2　測定システムの主要性能、外観
測定装置の主要性能を表 1 に示す。今回は IMT-

2000 にて規定された W-CDMA 方式の携帯電話端
末について測定を行った。測定結果は車両走行時
100 ms ごとに計測される周波数／電力値データとし
て取得され、平均／分散等の統計処理をされた後に送
信電力分布として表示される。また車体ルーフに設置
した GPS コンパスからの緯度／経度／高度等の位置
情報も同時に受信記録しており、ナビソフトとの併用
で精度の高い測定ルート確定を行っている。

測定車両、及び外部ユニットの外観を図 3 に示す。
携帯電話端末の出力は外部アンテナより送信されるが、
実使用に近い外部条件とするため図 3 (b）に示すよう
に、外部アンテナは人体頭部に類似した形状及び誘電
率を持つファントムに近接して設置した。

　	 測定実験

3.1　測定実験の概要
基地局から送信電力制御を受けている 1 台の携帯電

話端末の平均送信出力を取得する目的で、人口密度の
異なる地域を通信しつつ走行し、その時の送信出力を
測定した。実験方法は、関東地方において、人口密度
別にエリア／周回コースを設定してその周回コースで
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図 2　測定システムの機能ブロック図
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項目 性能

送信電力測定周波数 2GHz帯
測定項目 送信電力、周波数、測定位置、

時刻、周辺映像

測定電力範囲 -30～+30 dBm
電力測定分解能 +/- 0.01 dB
電力測定精度 +/- 0.2 dB
位置測定誤差 0.5m (DGPS), 2.5m (単独測位)
測定サンプル間隔 100ms以下

連続記録時間 1日以上

(b)　外部ユニット外観
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図 3　測定車両及び外部ユニット外観
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の平均送信出力を測定する方法と、関東地方を縦断走
行してそのときの平均送信出力を測定する方法、低人
口密度地域も含めた広範囲のエリア（北海道地区、熊
野灘沿岸地区）を縦断走行して平均送信出力を測定す
る方法で行った。

3.2　エリア／周回コース設定の測定実験
この測定実験では図 4 に示すように、まず中心市街

地から開放地まで人口密度の異なる 7 か所の測定エ
リア（東京都渋谷区／小金井市／青梅市、埼玉県川越
市／吉見町、山梨県大月市／山梨市）を関東地方にて
選定した。各測定エリアでは携帯基地局の分布密度を
考慮して、約 6～ 9 km 程度の周回コースを設定した。
図 5 に東京都小金井市の測定エリアで設定した周回
コースを例示する。測定は周回測定を複数行って、計
測した多数のサンプル値より統計処理を行った。なお
本測定は、携帯電話キャリア 2 社 (A、B 社）につい
て実施している。測定結果の一例として、東京都小金
井市における端末送信電力のヒストグラムを図 6 に示
す。図 6 の A 社の場合では、端末送信電力の平均値

は -5.4 dBm、最頻値は -12.3 dBm となった。
各エリアで測定した平均送信電力を各自治体別の人

口密度で比較したグラフを図 7 に示す。平均送信電力
は A ／ B 両 社 共 に 最 大 +7 dBm か ら 最 小 -10 dBm
程度であり、人口密度の高いエリア（1,000 人以上 /km2）
ではほぼ -5 dBm 以下となっている。IMT2000 の規定
で は、 地 上 系 携 帯 電 話 端 末 は 2 GHz 帯 で 最 大
+24 dBm まで送信できる能力を持つ[10] が、この測定
結果から実際の通信はきわめて低い出力電力で行われ
ていることが判明した。さらに A／ B 両社共に平均
送信電力は人口密度と反比例の傾向であり、これは米
国での測定例[6] と同様の傾向である。

3.3　関東縦断による測定実験
関東縦断による測定実験はより大量のサンプルデー

タを得る目的で実施し、人口の高密度地域から低密度
地域までを網羅し、かつ同時期に行った航空機実験[11]

copyright(c)2011 IEICE

図 4　測定エリア（関東 7 か所）
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図 6　送信電力測定結果例（東京都小金井市）

copyright(c)2011 IEICE

図 5　測定エリア／周回コース例（東京都小金井市）
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の地上検証測定を兼ね合わせるルートとした。神奈川
県横須賀市から東京都市部を通過して栃木県鹿沼市ま
で、関東地方を北上縦断した走行ルートを図 8 に示す。

この測定実験では走行ルートを、緯度／経度で定義
された基準地域メッシュコード[12] の 3 次メッシュ（約
1 km ×約 1 km）で分割し、各メッシュ内走行時に測
定された平均送信電力と各メッシュにおける人口密度
を算出比較した。今回の測定では A 社について
226 か所の 3 次メッシュに対応するサンプルデータが
得られたが、その人口密度と平均送信電力の相関図を
図 9 に示す。なお図 9 以降の相関図では縦軸を単位帯
域当たりの送信電力 [dBm/MHz] に正規化している。

中央の直線は全データから最小二乗法にて近似した回
帰直線であり、人口密度に対する取得分布の不均一性
があるものの人口密度に対して負の傾斜を持つことが
分かる。これは 3.1と同様の傾向であり、文献 [6] の
結論とも調和する。

3.4　北海道縦断による測定実験
関東縦断による測定実験では、低人口密度地域の

データが不足していたため、広範囲な人口密度地域で
の 2 GHz 帯出力を確実に測定するため、A／ B 両社
の携帯電話による北海道縦断の測定実験を行った。走
行ルートを図 10 に示すが、まず A 社携帯にて北海道
内を宗谷から旭川を経由して札幌まで南下した後、B
社携帯にて札幌から宗谷まで北上縦断する走行ルート

図 8　関東地方縦断の地上走行ルート

図 9　3 次メッシュ人口密度 vs. 平均送信電力相関図（関東地方）
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図 10　北海道地区縦断の地上走行ルート

図 11　3 次メッシュ人口密度 vs. 平均送信電力相関図（北海道）
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とした。
本測定で得られた 2 GHz 帯のサンプルデータは A 社

155 か所、B 社 428 か所であり、その人口密度と平均
送信 EIRP の相関図を図 11 に示す。目的とした低人
口密度地域も含めた広範囲な人口密度領域については、
均一分布の多数データが取得でき、両社の回帰直線も
ほぼ類似していることが分かる。

3.5　熊野灘沿岸の測定実験
北海道縦断測定実験に加えて、他の広範囲な人口密

度地域のデータを追加取得するため、愛知県小牧市か
ら名古屋市内を経由し紀伊半島東側の熊野灘沿岸を南
端の潮岬まで走行する図 12 のルートを選定した。当
該地域の地上測定は、別途実施予定の航空機による上
空測定の地上検証測定も兼ねている。測定実験は A／

B 両社の携帯電話を用いて走行し、A 社携帯にて小牧
市から志摩を経由して潮岬まで南下した後、B 社携帯
にて同一ルートを潮岬から小牧まで北上した。

本測定で得られた 2 GHz 帯のサンプルデータは A 社
138 か所、B 社 374 か所であった。

その人口密度と平均送信 EIRP の相関図を図 13 に
示すが、両社の回帰直線はほぼ一致している。なお、
B 社においては比較的均一分布のデータが取得できた
が、A 社については低人口密度地域での取得データの
多くが 2 GHz 帯以外であったため、100 人 /km2 未満
の低密度地域におけるデータ数は 16 サンプルであっ
た。

3.6　考察
本実験では、北海道地区と熊野灘沿岸地区において、

1 人～ 1 万人 /km2 の広範囲な人口密度領域（国土の
99.7％に対応）における人口密度と平均送信 EIRP の
相関データを取得できた。このうち、1 人～ 1 万人 /km2

の全人口領域を考えた場合、B 社において均一分布な
データを多数取得できたため、北海道／熊野灘沿岸
両地域の B 社全データ（合計 802 ポイント）を用いて、
式 (1）の相関回帰直線を作成した。
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図 14 に示す 1 人～ 1 万人 /km2 の人口密度領域は
日本国土の 99.7 % をカバーするため、広範囲な人口
密度領域の測定データから導出されたこの回帰直線の
数値を基にすることで、日本全国の様々な人口密度地
域における電波干渉源である携帯電話の出力参考値の

図 13　3 次メッシュ人口密度 vs. 平均送信電力相関図（熊野灘） 図 14　平均送信 EIRP　vs. 人口密度の相関図
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図 12　熊野灘沿岸地区の地上走行ルート

copyright(c)2010 IEICE

Title:K2015S-02-02.indd　p23　2015/10/27/ 火 21:54:45

23

2-2　地上携帯電話の送信電力評価



推定が可能となると考えられる。

	 まとめ

STICS 衛星系通信システムへの電波干渉量評価に
おいて鍵となる地上系携帯電話の出力レベルを様々な
地域で測定し、ほぼ全国をカバーする広範囲な人口密
度領域との相関関係について考察した。今回の評価実
験から、携帯電話の送信出力レベルは人口密度に反比
例することが判明し、低人口密度地域も含めた多数の
測定データより出力レベルの参考値を与える回帰直線
を導出した。これにより人口密度の異なる地域ごと
に発生する電波干渉量を推定することが可能となり、
STICS システムの全国的な干渉量評価の参考データ
が得られた。
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